
（５）「建設廃棄物処理指針（平成22年度版）」より抜粋

１． 廃棄物処理の基本事項 

１．１  排出事業者の責務と役割 

（１）建設工事における排出事業者には、元請業者が該当する。

→廃棄物処理法により元請業者に処理責任がある

（２）排出事業者は、建設廃棄物の発生抑制、再生利用等による減量化に努めなければならない。

→関係者の協力体制の整備

→仕様書に廃棄物の処理方法が無い場合は、発注者と協議

（３）排出事業者は、自らの責任において建設廃棄物を廃棄物処理法に従い、適正に処理しなけれ

ばならない。

→建設廃棄物を適正かつ計画的に処理するために、本社、支店、作業所等における関係者の

責務と役割を明確にし、社内管理体制を整備

（４）排出事業者は、建設廃棄物の処理を他人に委託する場合、収集運搬業者、中間処理業者又は

最終処分業者とそれぞれ事前に委託契約を書面にて行う等の委託基準及びマニフェストの交付

義務を遵守し、また、適正な処理費用の支払いを行う等排出事業者として適正処理を確保する

ように努めなければならない。

１．２ 発注者等の関係者の責務と役割 

建設工事における発注者等の排出事業者以外の関係者は、発生抑制、再生利用等による減量化を

含めた適正処理について、排出事業者が廃棄物の処理責任を果たせるよう、それぞれの立場に応じ

た責務を果たさなければならない。

（１）発注者は、廃棄物の発生抑制、再生利用を考慮した設計に努めるとともに廃棄物処理の条件

を明示する。

→建設廃棄物の処理方法、処分場所等処理に関する条件、再生処理施設に搬入する条件等を

明示し、適正な建設廃棄物の処理費を計上

（２）設計者は、発注者の意向を踏まえ、廃棄物の発生抑制、再生利用を考慮した設計に努める。

（３）下請負人は、廃棄物の発生抑制、再生利用に関し排出事業者に協力する。

→分別方法等について作業員に周知徹底を図るなど

（４）処理業者は、排出事業者との書面による委託契約に従い、廃棄物を適正に処理する。

２． 委託処理の際の手続き 

２．１ 産業廃棄物の委託処理 

（１）排出事業者は、産業廃棄物の処理を他人に委託する場合には、廃棄物処理法に従い、収集運

搬業者又は処分業者であって委託しようとする産業廃棄物の処理が事業の範囲に含まれる者に

委託しなければならない。

（２）この場合、排出事業者は、収集運搬業者、処分業者とそれぞれ書面により委託契約しなけれ

ばならない。

（３）排出事業者は処理の委託に際して、廃棄物の種類ごとにマニフェスト又は電子マニフェスト

を使用し、委託した産業廃棄物が最終処分まで適正に処理されたことを確認しなければならな

い。

（４）排出事業者は、委託基準やマニフェストについて法令上の義務を遵守することに加えて、産

業廃棄物の処理の状況に関する確認を行い、当該産業廃棄物について発生から最終処分が終了

するまでの一連の処理の行程における処理が適正に行われるよう、必要な措置を講ずるように

努めなければならない。

→次ページにマニフェストの運用例を示す
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廃棄物処理に係るマニフェスト（７枚複写マニフェスト）の流れ 

① 排出事業者は、７枚複写のマニフェストに必要事項を記入し、署名した後、廃棄物とともに収集

運搬業者に７枚とも手渡す。

② 収集運搬業者は、マニフェストに署名し、７枚のうちＡ票を排出事業者に返す。

③ 排出事業者は、Ａ票を保管する。

④ 収集運搬業者は、運搬を行った者の氏名・運搬を終了した年月日等を記載し、Ｂ１票からＥ票ま

での６枚を廃棄物とともに処分業者に手渡す。

⑤ 処分業者は６枚に受領済印を押印し、Ｂ１、Ｂ２票を収集運搬業者に返す。

⑥ 収集運搬業者は、Ｂ１票を保管する。

⑦ 収集運搬業者は、Ｂ２票を１０日以内に排出事業者に返す。排出事業者は、Ｂ２票を受け取った

日をＡ票及びＢ２票の「写し受領日・収集運搬」欄に記入する。

⑧ 処分業者は、処分終了後、処分を行った者の氏名・処分を終了した年月日を記載の上、処分終了

印を押印し、Ｃ１票を保管、Ｃ２票を１０日以内に収集運搬業者に返送する。

⑨ 収集運搬業者は、Ｂ１票と返却されたＣ２票の照合により、委託された廃棄物が適正に処理され

たことを確認する。

⑩ 処分業者は、Ｄ票を１０日以内に排出事業者に返送する。

⑪ 処分業者は、中間処理後の廃棄物の最終処分が完了した旨のマニフェストの写しが返送された後、

最終処分を終了した年月日・最終処分を行った場所を記載の上、Ｅ票を１０日以内に排出事業者

に返送する。

⑫ 排出事業者は、Ａ票と返却されたＢ２票、Ｄ票、Ｅ票の照合により、委託した廃棄物が適正に処

理されたことを確認し、検印を押印する。

⑬ 排出事業者、収集運搬業者、処分業者は、それぞれＡ票・Ｂ２票・Ｄ票・Ｅ票、Ｃ２票、Ｃ１票

を５年間保管する。

⑭ 万一、マニフェスト交付日から９０日（当該マニフェストが特別管理産業廃棄物に係るものであ

る場合にあっては６０日）以内にＢ２票又はＤ票が、１８０日以内にＥ票が、排出事業者の元に

返送されない場合は、排出事業者は速やかに委託した廃棄物の処理状況を把握し、生活環境の保

全上の支障の除去又は発生の防止のために必要な措置を講ずるとともに「措置内容等報告書」を

関係都道府県知事等に提出する。
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廃棄物処理に係るマニフェスト（電子マニフェスト）の流れ 

電子マニフェストとは 

電子マニフェストとは、マニフェストに代えて、電子情報処理組織（情報処理センターのホスト

コンピュータと排出事業者、収集運搬業者、処分業者のパーソナルコンピュータとを電気通信回線

で接続したコンピュータ・ネットワーク）を使用して、収集運搬業者から運搬が終了したことや、

処分業者から処分が終了したことの報告を受けて、管理を行うものである。

以下に、電子マニフェストの運用例を示す。

① 電子マニフェストの利用を希望する排出事業者、収集運搬業者、処分業者は、名称、所在地、暗

証番号等をあらかじめ情報処理センター（以下「センター」という。）に登録する。センターは、

加入者としてＩＤ番号を付与し、登録結果を返送する。

② 排出事業者は収集運搬業者へ廃棄物を引き渡した後３日以内に廃棄物の種類、数量、運搬又は処

分受託者等の委託に関する情報をセンターに登録する。

③ 収集運搬業者は、目的地までの運搬を終了した場合、その旨を３日以内にセンターに報告する。 
④ 処分業者は、処分が終了した後３日以内にその旨をセンターに報告する。

⑤ 処分業者は、最終処分が終了した旨の通知等を受けた後３日以内にその旨をセンターに報告する。 
⑥ センターは運搬、処分及び最終処分が終了した旨を排出事業者へ通知する。

⑦ 排出事業者は、センターからの運搬、処分及び最終処分の終了通知により、委託した廃棄物が適

正に処理されたことを確認する。

⑧ 引き渡しから９０日（当該登録が特別管理産業廃棄物に係るものである場合にあっては６０日）

以内に運搬又は処分の終了報告が、１８０日以内に最終処分の終了報告がなされない場合、セン

ターから排出事業者に期限切れ情報が通知される。これを受けて排出事業者は、速やかに委託し

た廃棄物の処理状況を把握し、生活環境の保全上の支障の除去又は発生の防止のために必要な措

置を講ずるとともに、「措置内容等報告書」を関係都道府県知事等に提出する。

３． 発生の抑制 

発注者、元請業者は、建設廃棄物の発生の抑制を図るため、企画設計段階、施工計画段階、施工
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段階の各段階において工法・資材の検討等に努める必要がある。また、建設廃棄物の発生抑制に資

する各種の工法等の技術開発に努めることが重要である。

４．分別・保管 

４．１ 分別 

（１）排出事業者は、建設廃棄物の再生利用等による減量化を含めた適正処理を図るため作業所（現

場）において分別に努めなければならない。

→分別計画の立案、分別表示、分別容器の設置など

４．２ 作業所（現場）内保管 

排出事業者は、建設廃棄物を作業所（現場）内で保管する場合、廃棄物処理法に定める保管基準

に従うとともに、分別した廃棄物の種類ごとに保管すること。

→現場で分別したものは、早期に現場外へ搬出することが望ましい。しかし、一時的に現場内で

保管しなければならない場合には、周辺の生活環境の保全が十分確保できるよう、以下の項目

などに留意すること

① 飛散・流出しないようにし、粉塵防止や浸透防止等の対策をとること。

② 周囲に囲いを設けること。なお廃棄物の荷重がかかる場合には、その囲いを構造耐力上安全な

ものとすること。

③ 廃棄物の保管の場所である旨その他廃棄物の保管に関して必要な事項を表示した掲示板が設

けられていること。掲示板は縦及び横それぞれ６０㎝以上とし、保管の場所の責任者の氏名又

は名称及び連絡先、廃棄物の種類、積み上げることが出来る高さ等を記載すること。

④ 屋外で容器に入れずに保管する場合、廃棄物が囲いに接しない場合は、囲いの下端から勾配５

０％以下、廃棄物が囲いに接する場合は、囲いの内側２ｍは囲いの高さより５０㎝以下、２ｍ

以上内側は勾配５０％以下とすること。

⑤ 可燃物の保管には消火設備を設けるなど火災時の対策を講ずること。

⑥ 作業員等の関係者に保管方法等を周知徹底すること。

５． 収集運搬 

５．１ 収集運搬 

（１）排出事業者が建設廃棄物の収集運搬を委託する場合には、その搬出に立ち会うとともに、必

要事項を記載したマニフェストの交付又は電子マニフェストによる必要事項の登録を行う。

（２）建設廃棄物の収集運搬に当たっては、廃棄物処理法に定める処理基準及び委託基準に従い行

わなければならない。

（３）廃棄物処理法第２１条の３第３項の特例により、下請負人が自ら廃棄物を運搬する際には、

建設工事に関する書面による請負契約でその旨を定めなければならない。

５．２ 積替え・保管 

20-25



（１）排出事業者が廃棄物の積替え・保管を行うに当たっては、廃棄物処理法に定める基準に従い

適正に行うこと。

→積替え・保管は収集運搬の一過程であり、輸送効率の向上を目的とする行為であり、中間

処理ではない。そのため、積替え・保管施設において、有価物の回収、利用を行うに当た

っては、搬出事業者との委託契約書においてその旨を明らかにしておくなどの手続きが必

要

（２）収集運搬業者が積替え・保管を行う場合は、廃棄物処理法に定める処理基準及び委託基準に

従うほか、以下によること。

① 廃棄物の性状を変える行為を原則として行ってはならない。

② 廃棄物を積替え・保管施設へ搬入・搬出する都度、原則として計量を行う。

③ 積替え・保管施設から建設混合廃棄物を搬出する場合、排出事業者との委託契約書に基づき中

間処理施設又は管理型最終処分場に運搬する。

④ 積替え・保管施設ごとに帳簿を備え、必要事項の記載・保存しなければならない。

→搬出事業者名、作業所名、産業廃棄物の種類、搬入年月日、搬入量、回収した有価物の種

類及び回収量、搬出年月日、搬出量、搬出車両、搬出先等を記録し５年間保存

（３）排出事業者は、建設廃棄物を作業所（現場）外で保管する場合、分別した廃棄物の種類ごと

に保管するほか、３００平方メートル以上の場所で保管するときは、あらかじめ、都道府県知

事等に届け出ること。（届出様式は別紙参照）

６． 中間処理（再生を含む。） 

（１）排出事業者は、建設廃棄物の再生利用、減量化及び安定化等のために極力中間処理を行うよ

うに努める。

→中間処理とは次の目的のために行う処理をいう。

① 原材料として利用するための破砕、選別、溶融等の処理（再生）

② 減量・減容化のために行う焼却、破砕等の処理

③ 安定化、無害化のために行う中和、溶解等の処理

④ 埋立処分するための前処理として行う破砕、選別、脱水等の処理

（２）排出事業者は、廃棄物を中間処理の内容に適合するように、作業所内で分別しなければなら

ない。やむを得ず建設混合廃棄物として排出する場合は、選別設備を有する中間処理施設又は

管理型最終処分場において処理を行うものとする。

（３）中間処理を行う場合には、飛散・流出防止対策を講じる等廃棄物処理法に定められた基準に

従って行わなければならない。

（４）中間処理施設への受入れに当たっては、廃棄物の計量を行う。

７． 最終処分 

７．１ 基本的事項 

（１）建設廃棄物は、廃棄物処理法に定める処分の基準、最終処分場の維持管理の基準に従い、廃

棄物の種類に応じて適正に埋立処分しなければならない。

（２）最終処分場には、安定型最終処分場、管理型最終処分場又は遮断型最終処分場の３種類があ

る。

（３）最終処分場への搬入に当たっては、廃棄物の計量を行う。

（４）建設混合廃棄物を埋立処分する場合は、管理型最終処分場に埋立処分しなければならない。

（５）建設廃棄物の海洋投入処分は行ってはならない。ただし、判定基準を満足する建設汚泥につ

いてはこの限りではない。

（別紙：作業所外の300平方メートル以上の場所で保管する場合の届出様式） 
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